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かにする(第 l 章)。次に、第 1 章で整理した市町村の役割のうち、その役割
の拡大が顕著な「サービス提供体制の整備に関する役割J に基づく「事業者へ














第 1 節 社会福祉制度の変遷と措置制度における市町村の役割
戦後の社会福祉制度を大きく変容させ、介護保険法創設への流れをもたらし
たのは、 1986年以降の社会福祉に関する諸法の制定・改正であった。この時期






























































理念が際立つこととなる。第 l に「地方分権化J (以下、「分権化」という。)
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である。これは、前記【 1 】 < 2 > 【 5 】において中心的な位置づけを与えら
れ、さらに、 < 3 > 【 4 】もこの理念を内包している。第 2 に【 3 】 【 4 】に
おいて強調されてきた「民間化」であり、第 3 は【 4 】 【 6 】で表明されてい
る社会福祉の理念の転換としての「普遍化」である。これは、すなわち、社会



















の義務付け(10条の 3 から 12条)、第 2 に、同法改正による市町村老人福祉計
画および都道府県老人福祉計画の策定の義務付け (20条のし 20条の 9 )、第
3 に、社会福祉事業法改正による市町村への必要な福祉サービスの総合的な提
8 介護保険の制度・実態・理論(高畑)





































































































ス事業者・介護予防支援事業者の 3 種類の事業者の指定権限を有している (78
(38) 
























号平成18年10月 23 日 )J の別添 1 I介護保険施設等指導方針」によると、都道
府県のみならず、市町村による集団指導・実地指導をも念頭に置いた記述となっ
ており、指定権限の有無を問わず、いずれの事業者に対しても市町村による集
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団指導・実地指導の実施を行L、うることが想定されている。
②監査







改善勧告・公表 (76条の 2 第 1 項・ 2 項、 78条の 9 第 1 項・ 2 項等)と改善


















地域支援事業を規定する 115条の45 は、 2015年 5 月の法改正によって多くの
内容が追加された。同条 l 項は介護予防・日常生活支援総合事業を規定し、こ
れは、改正前の同項 l 号の規定のみを残し(新 2 号)、新たな内容が多く盛り
込まれている(新 l 号はイからニまで 4 つの事業を規定する)。同条 2 項は包
括的支援事業を規定し、!日 1 項 3 号から 5 号までの内容に加え、認知症への早
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( 4 )地域化 再び、役割のく変容>
さらに、以上の役割の大きな変化に加えている近年の顕著な<変容>を見逃
(J8) 


















第 2 に、事業者の指定・指導監督といった、社会福祉法 6 条、介護保険法78





















第 4 に、社会福祉法 6 条、 75条 2 項、介護保険法115条の45等に基づく「利










ある O なお、この役割に位置付けられていた地域支援事業が第 2 のサービス提
供体制の整備に関する役割の性格を帯びてきたこと、そして、それを前提に第
2 章第 3 節を論じていることを付言しておく。
( 5 )サービスの直接提供
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定・指導監督といったサービス提供体制の整備は、基本的には保険に固有の役
割といえるが、指導監督に関しては権限移譲の理由づけをめぐり、その性質に


























支援事業」の局面を考察する。この 2 つの局面を取り上げるのは、第 l に、前
章第 2 節 V で指摘した近年の動向を最も具体化している局面であり、その意
義と限界を法学的観点から検討することが重要であると考えたからである。そ
して、第 2 に、 2014年に実施した市町村へのヒアリング調査において、行政実
務の現場として最も課題視している局面であったためである。
ここで、分析する際の資料として用いるヒアリンクー調査結果について説明し


















れる 2 点につき検討を加える (ill • IV) 。
I 実態と特徴
1.指導監督の流れ
第 1 章で述べたとおり(第 2 節 ll)、事業者への指導監督は、第 1 に、集団
指導及び実地指導、第 2 に、文書の提示等もしくは帳簿書類の提示等による監










0023001号平成18年10月 23 日 )J (以下、「指導監督通知」とし寸。)及び「介護















































































内には、平成26年 4 月 1 日時点で、 684の居宅介護支援事業所があり、市町村
ごとに、最大47の事業所を指導監督することとなる。
















監督について(老発0310第 2 号平成27年 3 月 10 日 )J (以下、「指導指針」とい
う。)を発出し、都道府県から市町村への“指導監督" その名も「市町村





















































































252条の 14)、協議会(同法252条の 2 )、機関等の共同設置(同法252条の7)、
一部事務組合 cr司法284条)、広域連合(同条)が存在している。























































































































他方で、第 l 章で示した諸理念との関連に触れなければならない。第 1 章第



















つに分類されるが、 2015年 5 月の法改正によって、介護予防給付の範囲が縮小
し、地域支援事業の範囲・内容が拡大することとなった。第 1 章第 2 節におい
て若干説明をしたが、ここではより具体的に内容を整理する。
地域支援事業は、①介護予防・日常生活支援総合事業 (115条の45第 1 項)、
②包括的支援事業(同条 2 項)、③任意事業(同条 3 項)の 3 っから構成さ
れる。 l 項の介護予防・日常生活支援総合事業は、掃除、洗濯、機能訓練、集
いの場、配食、見守りなどの「介護予防・生活支援サービス事業」である 1 号
事業と、第 l 号被保険者 (40歳以上)に対する体操教室などの「一般介護予防
事業」である 2 号事業から成る。 1 号事業は、法改正によって新設されたもの
である。従来、予防給付として提供されていた介護予防訪問介護と介護予防通
所介護が、 1 号事業に移行され、地域支援事業の中心に位置づけられた。 2 項
の包括的支援事業は、これまでも規定されていたものを含み、権利擁護事業
( 2 号)、生活支援体制整備事業( 5 号)など、地域支援事業の 2 っ目の柱とい
える。 3 項の任意事業は、介護給付費適正化事業c1号)や家族介護支援事業
( 2 号)など、市町村が任意で実施できる事業であり、改正前と同様の内容で
ある。 3 項が任意での実施となっている一方で、 1 項・ 2 項の事業は市町村に
義務付けられており、義務的事業が大幅に拡大している。

















































































告示(法115条の45の 2 第 1 項の「指針」にあたる)によって規律され、さら
42 介護保険の制度・実態・理論(高畑)
に「参考として」と記載されているものの、 143頁に及ぶ「介護予防・日常生






















定める J (ガイドライン 102頁)が、法115条の45第 l 項 l 号は、「厚生労働省令
東北法学第45号 (2016) 43 
で定める基準に従」うことがサービスを提供する者に義務付けられており、具
体的には、介護保険法施行規則Jl40条の62の 3 第 2 項に「従業者の清潔保持と
健康状態の管理J c1号)、「従業者又は従業者であった者による秘密保持J (2 









































































































































































































出、便宜の供与の 5 つの義務が介護保険法施行規則140条の62の 3 第 2 項によっ
















































































































































第 2 章の分析、とりわけ、第 3 節の新たな地域支援事業の登場で浮かび上がっ
てきたのは、介護保険制度における保険性の後退であり、福祉性の前進であっ
た。社会保険は、保険原理を扶助原理によって修正することを前提とし、財源




























の普遍化は、第 l 章第 l 節 H で述べた社会福祉の対象の拡大という、より広い
意味での 社会福祉分野全般における一一←普遍化をも含んでいるが、より重
要なのは、保険事故に至らない個人をより広くサービスの受け手とするという

















































































第 2 に、国家 社会間関係において、介護保険におけるそれとは異なり、契約
の成立が観念される。第 3 に、国家 個人間関係における個人の権利保護観念




















































障と契約の諸問題 総論 」季刊・社会保障研究45巻 l 号 (2009年) 7 頁。契約関
係に着目した先行研究として、岩村正彦「社会福祉サービス利用契約の締結過程を
めぐる法的論点」同『福祉契約サ ビスの法的研究Jl (信山社、 2007年)、額田洋一




( 2 ) 介護保険制度における市町村の役割に関する重要な先行研究として、新田秀樹





















ほか編『岩波講座現代の法 4 .1 (岩波書店、 1998年) 4 頁)に近い立場となるが、
このことは法律学独自の役割を否定するものではない。
(4)法制度の魂は末端に宿る J (菊池馨実『社会保障法.1 (有斐閣、 2014年頁。)
( 5 ) 塩野宏『行政過程とその統制.1 (有斐閣、 1989年) 7 頁でいうところの「狭義の
行政過程」にあたる。
( 6 ) 用語の用い方につき、以下の通り、注記しておく。本稿において「社会福祉基礎
構造改革」という用語を用いる場合、一般にいわれるところの 12000年の社会福祉
事業法改正法の立法作業とそれに関する準備作業J (倉田聡『これからの社会福祉










( 8 ) 社会環境の変化、福祉需要の変化について、社会福祉法令研究会編「社会福祉法
の解説.1 (中央法規出版、 2001年) 19-27頁、佐藤進・河野正輝編『介護保険法
法案に対する新たな提案一一.1 (法律文化社、 1997年) 35頁参照。





(12) 社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、 19頁。
(13) 社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、 28-29頁。
(14) 市町村の介護保険に関する事務はすべて自治事務とされた(小西啓文「介護保険
法にみる地方分権改革推進の功罪」社会保障法27号 (2012年) 24頁)。
東北法学第45号 (2016) 65 
(15) 介護保険法においてすでに具体化されていた仕組みを福祉分野全体に拡張しよう
とするものであった(加藤ひとみ「福祉政策の再編」松下圭一・西尾勝・新藤宗幸
編『岩波講座自治体の構想 3 政策j (岩波書店、 2002年) 181頁)。
(16) 社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、 53頁。
(17) 例えば、古川孝順『社会福祉のパラダイム転換j (有斐閣、 1997年) 65-67頁は、
(1)普遍化、 (2) 多元化、 (3) 分権化、 (4) 自由化、 (5) 計画化、 (6) 総合化、(7)専門職化、
(8) 自助化、 (9) 主体化、 (10)地域化に整理しており、同67-68頁において紹介されてい
る堀勝洋教授の整理は、(1)基本理念、 (2) 目的、 (3) 対象者、 (4) 公私関係、 (5) 固と地







































いわれる(社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、 11頁)。
(25) 古川孝111員「社会福祉改革そのスタンスと理論~ (誠信書房、 1995年) 66頁。
(26) 社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、 32頁。
(27) 社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、 104-110頁は、 2000年の社会福祉事業法改正
による同条の変化として、第 l に、「個人の尊厳の保持」の文言が導入されたこと、
第 2 に、「福祉サービスを必要とする者」を「利用者」としていること、第 3 に、
「援護、育成又は更生」を利用者の「自立」への「支援」としていることを挙げて
いる。
(28) 佐藤進「介護保険運営における自治体の課題Jl (法律文化社、 2003年) 185頁以下。
(29) 日本弁護士連合会高齢者・障害者の権利に関する委員会編『契約型福祉社会と
権利擁護のあり方を考える~ (あけび書房、 2002年) 25頁、大山・前掲注 (20) 、 125
頁。 (30) 厚生省社会局老人福祉課監修「改訂老人福祉法の解説Jl (中央法規出版、
1987年) 88頁、前掲注 (20) 。
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編著『地域福祉概説J (明石書店、 2003年) 30頁参照)。
(36) 要介護・要支援認定は、「確認的な行政処分J (山口浩一郎・小島晴洋著『高齢者




(37) まず、利用者による市町村の窓口での申請(法27条 l 項)があり、当該被保険者
の心身の状況等の調査を経た一次判定(同条 2 項、 3 項)を経て、医師等で構成さ












(40) 厚生労働省作成「介護保険施設等実地指導マニュアル(平成22年 3 月改訂版)J
4 頁。
http://www.rok巴n.or.jpjnewsjmhlwjVo1l45_manyua1220407 _2.pdf (2016 年 1
68 介護保険の制度・実態・浬論(高畑)
月 28 日最終閲覧、以下同じ。)
(41) 厚生労働省作成・前掲注 (40) 、 7 頁。
(42) 厚生労働省作成・前掲注 (40) 、 7 -8 頁。
(43) 新田・前掲注( 2 )、 231頁注( 3 )も「言うまでもなく高齢者の介護保障につい
ての市町村の役割は介護保険法に規定されるものに留まるものではない」とする。
(44) 社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、 40頁。なお、「地域福祉」の概念につき、井
岡他・前掲注 (35) 、 13頁は「福祉のまちづくり」と表現し、堀内・前掲注 (33) 、
63頁は「地域に住まう人々が自ら創造する福祉」と意味づける。地域福祉の統一的
な定義はなく、論者により種々のアプローチ方法に基っく定義つけが行われている。
主要な論者の概念を網羅しているものとして、井岡他・前掲注 (35) 、 34-46頁参照。
(45) 井岡他・前掲注 (35) 、 28頁。
(46) 社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、 41頁、右田紀久恵『自治型地域福祉の理論』
(ミネルヴァ書房、 2005年) 179頁、 214-215頁、川村匡由『新しい高齢者福祉~ (ミ








の 3 第 l 項)、努力義務となったようである(社会福祉法令研究会・前掲注( 8 )、
324頁)。もっとも、平成26年 3 月 31 日時点で、 66%の策定状況であり、実態として
の評価は厳しいものといえる(厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou -12000000-Shakaiengokyoku -Shakai/ 
0000063895.pdf)。





と介護報酬改正 J (平成18年 3 月) 21頁参照)。
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http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/topics/0603/ dl/ data.pdf 
但し、現在では、ケアマネジメントとしての性格をも帯びつつあり、この文言に
包含される意味内容の拡大が見受けられる (1社会保障審議会介護保険部会第51回
(平成25年10月 30 日)資料 3J 3 頁参照)。








(52) 本田達郎「保険者機能と財源方式一一-NHS における PCT 等の運営主体と日本の









年) 183頁、原田大樹「民営化と再規制 日本法の現状と課題J 法律時報80巻 10
号 (2008年) 54頁。
(56) 社会保障をめぐる様々な施策はもはや「最低生活水準」 を越えた「すこやかで安
心できる生活の保障」へと主眼をおくに至っている(菊池・前掲注( 3 )、 17頁)。


















(62) 例えば、小西・前掲注(14) 、 36頁、機直美「介護保険制度における市町村の公










(65) 大橋洋一『行政規則の法理と実態~ (有斐閣、 1989年) 239頁。




http://www.roken.or.jp/news/mhlw /Vo1145_manyuaI220407 _2.pdf 
(68) 北村喜宣『行政法の実行性確保~ (有斐閣、 2008年) 207頁は、 I r行政指導志向~J
は「日本の行政執行一般に観察できる」と指摘する。かかる行政指導の多用は、そ
の実際上の影響力を含め、一般に理解されているところである(藤田宙靖「行政法
総論~ (青林書院、 2013年) 342頁、塩野宏『行政法 1 [第六版]行政法総論~ (有
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斐閣、 2015年) 220-221頁、宇賀克也『行政法概説 I 行政法総論〔第 3 版1J (有斐
閣、 2009年) 366-377頁、大橋洋一『行政法現代行政過程論J (有斐閣、 2001年) 374 
376頁等)。介護保険法の指導監督の局面においても、実務上、影響力を及ぼしてい
る O
(69) 岩村・前掲注(1) I社会保障と契約の諸問題一総論←」、 32頁、様・前掲注 (62) 、
148頁、菊池馨実『社会保障法制の将来構想J (有斐閣、 2010年) 293頁、本郷秀和・
荒木剛「介護保険制度下の福祉オンブズマンの役割と課題一一高齢者施設における
苦情対応を中心に一一一J 福岡県立大学人間社会学部紀要15巻 l 号 (2006年) 1 -2 頁、
市町村へのヒアリング調査より。
(70) 宮城県ホームペーシ「第 2 期宮城県介護保険給付適正化取組方針(平成24年 3 月
宮城県保健福祉部長寿社会政策課)J 7 頁。居宅介護支援事業者に関しては、 79.1%
となっているo
http・//www.pref. miyagi.jp/upload巴d/attachmentjI14868.pdf













月 14日厚生労働省令34号) 85条、 108条、 129条、 157条参照。
(75) 厚生労働省ホームページ「介護保険制度における指導監督について(社会保障審
議会介護保険部会(第33回)資料 3) (平成22年 9 月 24 日)J 3 頁参照。第51日社会

















法学会・前掲注 (72) 、 250頁注14) も参照。なお、介護保険の保険者に関する制定
時の議論でも、「地域住民に最も身近な存在である」ことが大きな理由となったよ















(82) 同旨、新田・前掲注( 2 )、 281頁。前掲注 (63) も参照。
(83) もっとも、事実行為としての実地指導の重視とその標準化という実態は、行政の




導の概念と法的統制」芝池ほか・前掲注 (36) 、 46-47頁、塩野・前掲注( 5 )、 190
頁以下)。
(84) もっとも、人員削減を重視する行政改革の最中においては、人員の確保には制約
がある(ヒアリング調査より。同旨、北村・前掲注 (68) 、~'l 23頁。)。
(85) 大橋洋一『行政法学の構造的変革J (有斐閣、 1996年) 196頁は、福祉施設での社
会福祉行政を念頭に、「行政による局所的監査では対応できないように」恩われ、






覧J (平成26年 7 月 l 日)参照)。
http://www.soumu.go.jp/mainJontent/000286585.pdf 










(88) 松本英昭『要説地方自治法〔第七次改訂版]←新地方自治制度の全容 J (ぎょ
うせい、 2012年) 696頁。
(89) 池田省三「介護保険と広域行政」自治総研24巻10号 0998年) 30頁。
(90) 総務省ホームページ「地方公共団体の事務の共同処理に関する研究会報告書」









(92) 池田・前掲注 (89) 、 5 頁。
(93) 中川秀空「介護保険制度改革をめぐる論点J レファレンス平成26年 2 月号13頁。













観」ジュリスト 1327号 (2007年) 22頁参照)。




サービス・事業であることは確かである(法42条の 2 第 2 項・ 4 項、 78条の 4 第 1
項・ 2 項・ 4 項参照)。
(jIω) なお、チェックリストの実施は、認定とは異なり、法定されていな L 、。
(101) 新田・前掲注( 2 )、 253頁。大橋・前掲注 (85) 、 173頁は、社会福祉分野におけ
る行政手続きの課題として、「申請権の未確立」等を挙げていた。なお、介護保険







下せるわけではない(岩村・前掲注( 3 )、 61頁参照)。
(1ω) 法改正前に、類似の問題意識を有していたものとして、鏡諭「介護保険における
地域包括ケアシステム J 淑徳大学研究紀要(総合福祉学部・コミュニティ政策学部)




前掲注 (85) 、 172頁、 196頁(134頁以下も参照)、棟・前掲注 (62) 、 32頁、菊池・
前掲注( 3 )、 293頁。
(105) 石川恒夫・吉田克己・江口隆裕編『高齢者介護と家族 民法と社会保障法の接
点 ~ (信山社、 1997年) 33頁。
(106) I新たな共同体(コミュニティ )J を「社会保障を担うべき法主体として過度な
期待をし、積極的に制度内に組み込むこと J は「慎重であるべき」とするものとし
て、菊池・前掲注 (56) 、 256頁。
(107) 行政分野は異なるものもあるが、自助、共助を行政が強調することへの違和感を
指摘したものとして、牧原出「三大震災の「震災誌」と「復興誌J 一一←記憶をどう
記録するか ?~J (文責・川村一義)山形大学法政論叢62号 (2015年) 257頁、滝
沢香「権利擁護の視点から検証した地域包括ケアシステム J 実践成年後見59号
(2015年) 26頁等。
o侃〕 広井良典「社会保障・個人・国家(下)J 社会保険旬報1982号 0998年) 21頁。
「社会保障は、(中略)それまで(農村)共同体が果たした相互扶助的機能を、人為
的なかたちで国家が代替するものとして登場した」ともいえる(同『日本の社会保
障~ (岩波書店、 1999年) 4 頁)。
(1ω) だからといって、インフォーマルな取り組みを“あてにする"政策への懸念は拭
えない。同旨、広井・前掲注 (108) I社会保障・個人・国家(下)J 、 25-26頁。
(10) 松本・前掲注 (88) 、 67-68頁。
76 介護保険の制度・実態・理論〔高畑)
(11) もっとも、地域包括ケアシステム全体を視野に、コスト増の側面があることを指
摘するものとして、高橋他・前掲注 (58) 、 207頁以下。また、鏡・前掲注(103) 、
21頁は、地域包括ケアシステムについて、「費用対効果や財政的な制約から、積極
的な政策実施が難しい状況にある」と指摘する O











C1!4) かかる枠組みの例として、堀勝洋「第 6 章社会保障の給付」日本社会保障法学会
編『講座社会保障法第1巻Jl (法律文化社、 2001年) 118頁が、医療や福祉の給付に
係る三者閣の法律関係として、支給主体 サービス提供主体ー受給主体を示してい
ることが挙げられる。
(15) 介護保険法施行規則114条の62の 3 第 l 項 2 号は、総合事業の実施の際に、市町
村が「地域の人材や社会資源の活用」を図る努力義務を規定する。















(19) ここに、第 2 章第 2 節で検討した広域連携の限界が浮き彫りになる。介護保険の
当初の連携の仕組みと、地域化・分権化の進展とは親和的ではないのであるO
(120) 久塚・前掲注 (79) 、 257頁は、「介護保険制度は、①「高齢者の問題全般」に広
く対応しようという意図と、②「保険給付」を正当化させる「保険事故」によって
制度を構築しようとする意図を、最初から同居させていた」と表現する。
(21) 西原道雄編『社会保障法〔第 5 版)Jl (有斐閣、 2002年) 14-15頁。

















































備及び運営に関する基準(平成11年 3 月 31 日厚生省令第37号) 8 条、地域密着型サー
ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成18年 3 月 14 日厚生労働省令第
34号) 3 条の 7 等)。




東北法学第45号 (2016) 79 
の覚え書き J (初出1978年)同『行政法学の思考形式〔増補版lJ (木鐸社、 2003
年) 395頁は、スメントの理論の前提にある“共同体に倫理的に拘束された人間像"
を指摘するO
(130) 吉田克己「現代市民社会と民法学J (日本評論社、 1999年) 75貰の語でいうとこ
ろの「共同体主義」をその思想的基盤としているように恩われる。
(131) 吉田・前掲注(130) 、 75頁が、一学説を紹介する際に「地域住民の組織体である
地方自治体による…」と記述していることからも、この考え方そのものは否定し得
ないし、その可能性を排除するわけではない。
(1沼) 前掲注 (44) 参照。
(13) ここでの市町村は、公権力を行使する主体ではなく、いわば住民との協働の相手
方として、より意識される。




(1お〕 板垣・前掲注(18)、原田大樹「福祉契約の行政法学的分析」法政研究69巻 4 号
(2003年)。内田貴『制度的契約論 民営化と契約J (羽鳥書店、 2010年)も参照。
(137) 藤田・前掲注(129) 、 376頁。
(138) 藤田・前掲注(129) 、 381頁以下、同・前掲注 (68) 、 136頁。





程における「法律」の役割を考えるための一つの試み J 独協法学77号 (2008年)
224頁。
(141) 仲里子武志「行政過程による<統合>の現庇」稲葉馨・亘理格編「藤田宙靖博士東
















(142) 大橋洋一「行政法の対象と範囲J 高木ほか・前掲注(135) 、 7 頁は、「行政法の
もつ政策先導的機能」が「潜在能力として眠った状況にあj ることを指摘する。ま






016) 、 21-22頁がある。 1970年代から法政策学を提唱してきた平井教授のかかる指
摘は、現代においてもなお妥当するように思われる。内田貴「法の解釈と政策」岩
村ほか・前掲注( 3 )、 164-165頁も参照。
(たかはた・しゅうこ 東北大学大学院博士後期課程)
